
決算説明資料

２０２２年３月期（第２４期）

２０２２年６月９日



2022年3月期より収益認識基準を適用していますが

本資料における2020年3月期、2021年3月期の数値は参考値として遡及的に同基

準を適用した場合の数値（但し監査対象外）を記載しています

代理人として行われる取引を総額表示から純額表示に組み替えを行っています



1. 2022年3月期決算概要



１０億円超の過去最高益

要因

・顧客企業のＤＸ投資が加速

・大型ＥＣ向けシステムのけん引

・ＥＣ消費は前期巣ごもりバブルを超え順調に推移

経営
成績

・増収増益

・売上高 5,746百万円（６％増）

・営業利益 1,051百万円（１６％増）売上高営業利益率１８.３％

先行
投資

・将来の需要を見据え システム開発を前倒し 新規連結会社の寄与

・広告宣伝活動を強化（テレビＣＭなど）

2022年3月期決算概要

p.3

短信表紙では減収に見えますが
これは取引を総額表示から純額表示に組み替えたためです。



グループ経営の定着

■ 自己株式の取得

240,000株、発行済株式総数（自己株除く）に対し4.79％、取得価格491百万（一株2,049円）

■ 株式会社アーヴァイン・システムズの連結化 開発体制を強化

取得価格130百万円（過半）、2021年7月連結開始、

対価の一部に金庫株（39百万）を活用（株式交付）

2022年3月期トピックス

p.4

■ バックヤードシフトのコマース２１社

ＵＣを軸とした『ＥＣフロント』に加え、

サプライチェーンの帳合システムなど『バックヤード』も強化

■ ＥＣ特化型シフトのＷＣＡ社

効果低下の『運用型広告』から『ＬＴＶ着目の集客』にシフト、ハンズオンに大きく寄与

■ 大型シフトの目論見どおりのＥストアー

従前より進めている「店舗数減＆店舗質アップ」のとおり大型店は獲得が解約の数倍の成果

■ 順調推移の中期経営計画（2025年3月期）

2021年3月期からの５ヵ年計画の２／３が計画どおりに推移

ＥＣからＵＣ（ユニファイド）へ移行中
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コロナリバウンドを超えて

企業のＤＸ投資を背景に年度を通じ好調

（百万円） ECシステム 決済サービス マーケティング

連結売上高（四半期推移）
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連結営業利益～当期純利益※

2期連続 最高益更新期初予想32円を上回る40円の配当
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367
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32

40

2020年

3月期

2021年

3月期

2022年

3月期

配当金（円）

営業利益 経常利益 当期純利益・配当金

暗号資産評価益
95百万円
投資有価証券売却益
62百万円

過去最高過去最高過去最高

単位：百万円

p.6

当期純利益４０％増

※ 親会社株主に帰属する当期純利益

＋16.0％ ＋40.3％＋0.4％



自己資本比率アップ

自己資本比率 32.6％ 前期比＋5.4pt

5,865

4,450

965

流動資産

主な内訳

現預金

売掛金・契約資産

2,346

1,239

1,106

固定資産

有形無形

投資その他

3,858

577

548

2,209

流動負債

主な内訳

買掛金・未払金

短期・1年内返済借入

預り金

2,789

2,665

124

純資産

株主資本

ほか

1,563固定負債

71％

29％

47％

19％

34％

自己資本比率 32.6%

長期借入金 843百万円

転換社債 510百万円

連結貸借対照表
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資産合計 8,211

負債純資産

8,211

（百万円）

当期純利益677百万円

自己株取得△491百万円



機動的なキャッシュ・マネジメント

（百万円）
2021年3月末

現預金残高

2020年3月末

現預金残高

営業ＣＦ

投資ＣＦ

財務ＣＦ

税前当期純利益 1,062百万円

仕入債務の減少 △384百万円

預り金の減少 △319百万円

営業ＣＦ

投資ＣＦ

財務ＣＦ

2022年3月末

現預金残高

自己株式取得＋配当金支払い 650百万円

連結キャッシュ・フロー計算書
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有形＋無形固定資産の取得

△136百万円

投資有価証券の取得

△120百万円

長期短期借入 ＋360百万円

借入金返済 △169百万円

自己株式取得 △491百万円

配当金支払 △159百万円



2. 収益モデル別の状況
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2. 収益モデル別の状況 ECシステム

■ 顧客企業のＤＸ投資 を背景に年度を通し好調 増収
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前期比＋10.1％売上高：4,293百万円
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2. 収益モデル別の状況 ECシステム

■ 顧客企業のＤＸ投資意欲旺盛。二桁増収を見込む。

p.11
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ＥＣ消費は前期の「巣ごもり」反動は軽微、むしろＥＣ定着

（百万円）

2. 収益モデル別の状況 決済サービス
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前期比＋2.2％売上高：854百万円



（参考）ショップサーブ商流額

上半期は、コロナ禍急増した前上半期の水準には届かず、下半期は堅調に推移

※ショップサーブの商流額。Sell Side Solutionの商流額は含まない。
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2. 収益モデル別の状況 決済サービス
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増

微増
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2. 収益モデル別の状況 決済サービス

ＥＣ消費は引き続き堅調を維持する見通し

p.14
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2. 収益モデル別の状況 マーケティング

ＥＣ向けネットプロモーションにシフト、純額表示に変更
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売上高：599百万円 ※ 純額表示とすべき取引が増加したことにより前年度比較が困難であるため増減
率は記載しておりません。
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2. 収益モデル別の状況 マーケティング

ハンズオンインキュベーション（ＨＯＩ）事業の収益化も見込む

p.16



2. 収益モデル別の状況 ＨＯＩ事業

17

事業の進捗

プレHOI

案件精査STEP 1

事業の将来性etc.

STEP 2

コンサルティングの実施

HOI実行（収益化）STEP 3

進行中 7案件

アパレル、飲食、
サービスetc.

目標
年間1～2案件



3. 業績計画



通期業績見通し

■ 拡大基調が続くＥＣ消費と更に活発化が見込まれる企業のＤＸ投資を背景に

増収・増益の計画。3期連続となる最高益更新を見込む。

前期実績

2022年3月期

当期予想

2023年3月期
前期比

5,746 6,600 114.8％

1,051 1,250 118.9％

1,078 1,270 117.8％

677 800 118.1％

売上高

営業利益

経常利益

当期純利益※

（百万円）

3. 業績計画

p.19

※ 親会社株主に帰属する当期純利益



3. 業績計画

20

■ 大型EC向けシステムを中心にDX投資需要旺盛。

中期経営計画に沿った増収計画。

2,914

5,415
5,746

6,600

10,100

2020年3月期

実績

2021年3月期

実績

2022年3月期

実績

2023年3月期

計画

2025年3月期

計画

CAGR：23.7％

CAGR：28.2％

p.20

連結売上高（中期経営計画）

中期経営計画



478

906

1,051

1,250

2,000

2020年3月期

実績

2021年3月期

実績

2022年3月期

実績

2023年3月期

計画

2025年3月期

計画

連結営業利益（中期経営計画）

500

1,000

2,000

営業利益（百万円）

実態700

コロ特需(推定)

中期経営計画

3. 業績計画

p.21



4. 参考資料



専用構築ＥＣシステム／パッケージＥＣシステム
Ｅ
Ｃ
シ
ス
テ
ム

決
済
な
ど

販
促
代
行

クラウドＥＣシステム

マスマーケティング（宣伝広告やコンテンツ制作、カスタマーを増やす）

ダイレクトマーケティング（ＣＲＭの企画と運用、カスタマーの来店を増やす）

１９９９年創業………２０２０年に当社グループ１００％へ

１９９９年創業

２００５年創業 ………２０２０年に当社グループ１００％へ

２００４年創業 ……… 出資２０％非連結

カード決済など、従量サービス提供

数値は３月末

１９９９年創業

自社本店ＥＣ支援２３年
支援メニューは、販売システム＋販促サービス

優位性はワンストップ

マーケデータを
システム稼働に反映
自動化も可能

顧客にとっての
ワンストップ

優位性

システムデータを
マーケ運用に反映
自動化も可能

e.g. 在庫の欠品検知による
広告出稿の自動停止

e.g. 購入回数などのエン
ゲージに応じた特典発行

(１)グループ概要4. 参考資料

p.23



（２）市場におけるポジションと製品ラインナップ4. 参考資料

カスタマーマーケティングを必要とする
コーポレート～エンタープライズ

クラウドＥＣシステム

ショッピングカート

インスタントカート

専用構築ＥＣシステム

アマゾン

楽天・ＺｏＺｏ

メルカリ

プラットフォームＥＣ
（モール）

本店ＥＣシステム

本店カートシステム

Position

p.24



1

2

3

ＥＣシステム

決済など

販促代行

・月次や年次のストック構造

・追加やカスタマイズなどがプラス

・同業他社と比較して、②と③に
つなげられる事がアドバンテージ

・システムの流通額連動のフロウ構造

・２４／３６５機械運転の高利益事業

・低利益ながら代行収益で、原則リカールする

・加えて、②が増加し①が継続し拡大する

・同業他社と比較して、顧客獲得コストが
掛からない事がアドバンテージ

Ｅ
Ｃ
シ
ス
テ
ム

決
済
な
ど

販
促
代
行

販
促
提
案

販促提案

・流通増の提案を顧客ごとに個別実施（コスト）

・同上に、顧客への販促代行の営業

・②が増加し①が継続し拡大する

マスマーケ提供（新規顧客づくり）

ダイレクトマーケ提供（顧客リピートづくり）

カード、コンビニ、電子決済、
メール、ＣＲＭなどの従量サービス
ロジスティクスも

顧客担当営業

（３）収益構造と循環シナジー4. 参考資料
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イノベータ
３％

アーリー
メジャー
３５％

レイト
メジャー
３５％

レガート
１５％

アダプター
１２％

当社には、これからの顧客マーケットが大きい

①モールから本店へのシフトが加速、 ②まだ低い国内ＥＣ化率の大きな伸び代、 ③レイトメジャーは大手参入が多いセオリー

Ｅ・ロジャースの産業発達曲線（市場面積）に、ＩＴ（ＥＣ）をなぞらえると、現在アーリーメジャーとレイトメジャーの中間。つまり当社の顧
客市場面積の「山の頂上」にあると考える。ゆえにレイトメジャー以降の顧客マーケットはこれまでの２０年と同サイズの市場である。加えて、
国内における人口と経済では、既にピークを打って下降曲線にはいっている事から、社会的にも政策的にもデジタル推進は避けられず、現在わず
か７％の国内ＥＣ化率（中国３０％、米国２０％、東南アジア１５％）が、早いペースで（１０年でレガートに到達）高まっていくと考えている。
以上よりレイトメジャーに多い大型企業のマーケットが急速に発展すると予測している。

現在ここ

人口・経済

後段の５０％と過去ぶん５０％の本店シフト

ゆえにこの時期はモールが先行

ＩＴ社会へのシフトが加速せざるをえない社会環境
人口減少と産業デフレ

まだ人口増であり、第１次ＥＣ発達期間
故に過当競争が可能であった

カスタマーマーケが必須に
（ＡＲＰＵとＬＴＶの経営）

自社本店ＥＣが求められる
プラットフォームＥＣ

自社ＥＣ

（４）マーケット環境と自社本店ＥＣ優位の理由4. 参考資料
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（５）主要顧客一覧4. 参考資料

p.27


